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「AI 警察・AI 裁判官はやってくるのか？」― 監視社会と公平社会の分岐点 
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創・佐藤法律事務所 

弁護士 斎藤 創 

 

1. SF が現実になる日 

「もしあなたを裁くのが人間ではなく AI だったら？」 

 

 

かつては SF の世界だけの問いかけでした。しかし今や、監視カメラの解析や裁判所のデ

ジタル化といった形で、AI は着実に司法と警察の領域へ入り込みつつあります。本章で

は、AI 警察・AI 裁判官が現実にどこまで進んでいるのかを概観します。 

 

(1) 想像してみてください 

深夜、あなたがコンビニから出た瞬間、交差点のカメラが赤信号の横断を自動検出。街頭

スピーカーから大音量で警告が流れ、違反切符がその場で電子的に発行、数日後には銀行

口座から反則金が自動的に引き落とされます。 

駅前の防犯カメラは指名手配写真と通行人の顔を照合し、ヒットすれば直ちに人間の警察

官に通知されます。 

法廷では、AI が膨大な証拠映像やデータを解析し証拠リストを自動整理。離婚訴訟では過

去の判例データから慰謝料の水準を算出し、刑事事件では類似事件を参照して量刑の目安

を提示します。最終的に AI が起案した判決理由案を AI が読み上げ、有罪か無罪かを言い

渡します。 
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これは SF 的な思考実験ですが、決して荒唐無稽ではなく、技術の進歩次第で現実化する

可能性を秘めています。 

 

(2) 世界ではすでに始まっている 

実際、AI 技術の司法・警察分野への導入はすでに世界各地で現実の制度として稼働してい

ます。単なる実験や検討ではなく、「本格運用」が進んでいる国もあります。 

中国 

全国の裁判所で「智慧法院（スマート裁判所）」の構築が進行中で、

文書作成や量刑支援などの実務で AI が実用化されています。さら

に、警察分野では北京市や深圳市を中心に、街頭カメラと顔認証 AI

を組み合わせた監視システムが広く展開されています。 

エストニア 

2019 年に「ロボット裁判官」構想が報じられ、司法省は公式に否定

したものの、少額紛争での AI 導入については継続的に検討されてい

ます。世界でも最先端の「デジタル国家」として、AI 司法の議論が続

いています。 

米国 

再犯リスク評価 AI「COMPAS」が刑事裁判で導入されました。人種

バイアス問題で批判を受けたものの、実際に判決判断の参考資料とし

て活用された実績があります。現在は州ごとに規制や見直しが進めら

れています。 

（※各国の詳細は第 4 章参照） 

 

(3) 日本でも進む制度化 

日本でも変化が進んでいます。改正民事訴訟法により、段階的施行・政令指定に基づき、

遅くとも 2026 年 5 月までに民事訴訟の IT 化が全面施行される予定です。2025 年 5 月 3

日の憲法記念日前の記者会見では、最高裁の今崎幸彦長官が「司法判断に AI が関わる可

能性も否定できない」と一般論ながら言及しました。 

警察分野でも、防犯カメラ映像の解析や交通違反の自動検知システムの導入が検討されて

います。近年の警察庁による顔認証技術の実証実験などもその一例です。 

 

(4) 本稿の立場：現実的な導入路線 

AI の司法・警察分野への導入は避けられません。当面は支援中心ですが、段階的に自動処

理へ、さらに将来的には一部自動判決へ進む可能性があります。 

人々はすでに AI を日常的に利用し、その利便性を体感しています。今後、「AI 警察の方が

信頼できる」「AI 裁判官の方が公平だ」と国民が考えるようになれば、AI を選ぶ社会にな

るかもしれません。 

もちろん、無批判な信頼は危険です。AI 依存による人間の判断力低下や、ハッキングなど

のセキュリティリスクにも備えが必要です。 
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映画や小説では AI 社会はしばしばディストピアとして描かれます。しかし現実の AI 導入

は、必ずしもそうした方向に進むとは限りません。むしろ、公平で効率的な社会に資する

可能性も十分にあります。本稿はその分岐点を意識しつつ、制度設計でリスクを抑えつつ

メリットを最大化する道筋を探ります。 

 

(5) 用語の整理：混同を避けるために 

この記事では AI の関与レベルを次のように区別します。 

AI 支援 AI が情報整理や提案を行うが、最終判断は人間が行う 

自動処理 AI が一次処理を行い、異議申立があれば人間が審査する 

自動判決 AI が最終的な法的判断まで行う（将来的可能性として想定） 

 

現在の実用は主に AI 支援です。自動処理は限定分野での実験段階であり、近い将来に拡大

する見込みです。自動判決には技術的・法的課題が多く、長期的な検討課題といえます。 

 

2. AI 警察システムの可能性と法的課題 

(1) 警察活動を縛る基本ルール 

AI 警察を考える前に、現行法の基本ルールを確認しておきましょう。 

• 令状主義（憲法 35 条） 

裁判所の令状なしに住居などを捜索することはできません。AI による監視や行動解

析が「強制処分」にあたる場合、この制約を受けます。最高裁は 2017 年（平成 29

年 3 月 15 日）GPS 捜査事件で、車に無断で GPS が付された事実関係の下ですが

「継続的・網羅的な位置情報取得は強制処分」と判断しました。AI 監視による行動

パターン分析も同様の法理が適用される可能性があります。 

• 比例原則・任意捜査の限界 

裁判例は「必要性や相当性を逸脱した任意捜査は違法」としています。AI が長時

間・広範に市民を監視することが「過剰」と評価されれば違法になる可能性があり

ます。 

• 個人情報保護法の原則 

目的を限定し、必要最小限のデータのみを収集・保存する義務があります。顔認証

データのような「個人識別符号」は特に厳格な取り扱いが求められます。 

 

(2) AI に任せられること：24 時間眠らない警察官 

AI 警察システムが実現すれば、次のような機能が期待されます。 

1. 防犯カメラの常時監視 

数千台のカメラを同時監視し、不審行動を瞬時に検知。人間では不可能な規模です。 

2. 犯罪予測によるパトロール配置 
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過去のデータをもとに「午後 3 時頃○○駅周辺で置き引きが発生しやすい」と予測

し、警察官を効率的に配置。米国などで試みがありましたが、差別懸念から停止され

た例もあります。 

3. 指名手配犯の自動発見 

空港や駅で顔をスキャンし、データベースと照合。即時発見につながります。 

 

 

(3) 利点と効果 

• 人手不足の補完：深夜や休日の監視を AI が代替できる 

• 見落としの減少：膨大なカメラ映像を同時に処理できる 

• 判断の一貫性：感情や疲労に左右されない 

 

(4) 法的・実務的課題 

• プライバシーとの衝突 

憲法 13 条を根拠として判例上認められているプライバシー権と、AI 監視は深刻に

衝突します。京都府学連事件最高裁判決（昭和 44 年）では、みだりに容貌等を撮

影されない自由を認め、N システム判決（東京地裁平成 13 年）では、自動車ナン

バーの無差別収集にも一定の制約があることが示されました。 

• 誤認逮捕の責任 

AI が無実の人を誤認した場合、国家賠償は当然ですが、開発者や運用者の責任は

不明確です。特にマスク着用時の顔認証精度は低下し、誤認率が 10％を超えると

いう研究もあります。日本の社会環境では深刻な課題となり得ます。 
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• 偏見の再生産 

過去の犯罪データを学習した AI は、特定の地域や属性を過剰に「要注意」と判定

しがちです。米国では黒人に高リスクを付ける事例が問題になりました。日本でも

十分に起こり得ます。 

 

(5) 技術と法のスピードギャップ 

技術の進歩は早い一方、法律改正には時間がかかります。そのため「技術が先に導入さ

れ、法整備が後追い」というなし崩し導入のリスクがあります。さらに、AI の判断根拠が

説明できなければ、適正手続の観点で致命的な問題となります。 

 

(6) 本章のまとめ 

AI 警察システムには大きな利点がある一方、憲法上の制約やプライバシー侵害の 

リスクが避けられません。導入にあたっては、特に次の 3 点が不可欠です。 

人間の関与 重要判断は必ず人間が最終確認する 

透明性 誤認率や判断基準を公開し、市民に説明できる形にする 

異議申立制度 市民が容易に不服を申し立てられる仕組みを整える 

→ 当面は「AI 支援」が基本ですが、制度設計と監査体制を前提に「自動処理」へ広がる

可能性があります。 

 

3. AI 裁判システムの構想と現実 

(1) 想定される役割：司法の効率化と一貫性 

AI 裁判官システムが導入されれば、司法制度は大きく変わる可能性があります。 

• 膨大な電子証拠の解析 

SNS やメール、監視カメラ映像、クラウド上の取引データなど、人間なら数か月

かかる証拠を AI が短時間で整理できます。 

• 複雑な商事紛争の支援 

契約条項や会計データを横断的に比較し、争点やリスクを抽出。大規模商事事件や

知財訴訟で特に効果を発揮します。 

• 量刑の一貫性確保 

同種事件における地域差や裁判官ごとの差を抑え、統一的な基準を提示できます。 

• 軽微事件の半自動処理 

現在でも交通違反の反則金制度や少額訴訟など迅速処理の仕組みはあります。将来

は、軽微な窃盗、争いの少ない薬物事件、一定の民事訴訟などに AI が関与し、司

法リソースの効率的な配分につながる可能性があります。ただし、どこまで拡大を

許すかが最大の論点となります。 
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(2) 民事と刑事で異なる導入可能性 

AI 裁判官の導入可能性は、民事と刑事で大きく異なります。 

• 民事事件 

当事者の処分権主義が原則であり、AI 判決を当事者が合意して選択する仕組みで

あれば、比較的柔軟に導入できます。 

• 刑事事件 

被告人の権利保護が中心であり、強制力を伴う以上、導入には一層の慎重さが求め

られます。AI が量刑の参考情報を提示する程度が当面の限界といえます。 

• 仲裁との比較 

仲裁法では当事者の合意により仲裁人を自由に選任できます。したがって「AI 仲

裁人」は憲法上の制約を受けにくく、商事紛争において先行導入される可能性があ

ります。 

 

(3) 法的論点：司法権の根幹に関わる課題 

 憲法 32 条（裁判を受ける権利）との関係 

すべての国民は裁判を受ける権利を有します。したがって AI 裁判官を導入する場合

でも、人間による裁判を選択できるルートを確保することが不可欠です。 

 司法権の担い手としての適格性（憲法 76 条） 

司法権は裁判所に属し、裁判官は「良心に従ひ独立して」職務を行うと規定されて

います。良心を持たない AI に司法権を委ねることは、憲法制度と矛盾する可能性

があります。ただし、当事者が事前に同意して「AI 判決」を選択する仕組みであれ

ば、一定の合憲性を確保できる余地もあります。 

 裁判の公開原則（憲法 82 条） 

裁判は公開法廷で行わなければなりません。AI の内部処理は不可視であり、判決理

由をどのように市民に説明するかが課題です。 

 前例主義の強化と硬直化 

AI は過去の判例を学習するため、時代遅れの価値観を再生産しやすい。社会変化に

柔軟に対応できないリスクがあります。 

 

(4) 実務上の課題：責任と上訴 

誤判責任の整理 

• 民事事件 

現在の民事事件では、誤判があっても、原則は控訴・上告によって是正されます。

国家賠償は通常は認められません。判例上も「裁判官の判断の当否は上訴制度で担

保されるべきで、国家賠償の対象とはならない」とされています。 

• 刑事事件 
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こちらも原則として控訴・上告によって是正されます。但し、無罪が確定したえん

罪事件では、国家賠償や刑事補償法による補償が認められることがあります。 

• AI 裁判官の場合 

AI 裁判官の場合でも、原則は上訴による是正が基本ルートとなるでしょう。単な

る誤判では直ちに違法とはされず、国家賠償の対象になるのは、AI システムの設

計や運用において人間による監督義務を欠いた場合や、透明性・説明可能性を欠い

た運用が「著しい違法」と評価される場合に限られると考えられます。 

 

(5) 上訴制度の設計 

AI 判決に対して上訴できるのか、上訴審では必ず人間が担当するのか、一審 AI 判決をど

の程度尊重するのか。責任の所在と不可分の課題として、制度設計が不可欠です。 

 

(6) 導入へのハードル 

現時点の AI 技術では、定型的で争点が少ない事件への補助にとどまります。条文解釈や証

拠の信用性判断、社会的価値観の調整など、高度な判断は依然として人間に依存します。

ただし、技術進歩と社会的合意次第では、部分的な自動判決が現実となる可能性も否定で

きません。 

 

(7) 本章のまとめ 

AI 裁判官の役割 証拠解析の効率化、商事紛争支援、量刑の一貫性確保、軽微事件

処理の拡大 

法的課題 憲法との関係、前例主義の硬直化 

実務課題 誤判責任の所在（民事・刑事・AI の整理）、上訴制度の設計 

→ 当面は「支援機能」が中心ですが、技術進歩と社会合意により、将来的には軽微事件

や専門分野で「部分的自動判決」が導入される可能性があります。 

 

4. 共通課題 ― 説明可能性・公平性 

(1) 説明責任：「理由を教えて」に答えられるか 

AI は「ブラックボックス」問題を抱えています。なぜその判断に至ったのかを人間が理解

できないケースが多いのです。司法・警察分野では特に深刻で、当事者が異議申立や上訴

で争えるレベルの理由が求められます。 

AI を法の場で使うには、少なくとも次の 3 条件が必要です。 

1. 読める（可監査性）：どのデータをどの設定で使ったかログで追えること 

2. 再現できる（再現性）：同じデータと設定なら同じ結果が得られること 

3. やり直せる（反事実説明）：どの要素を変えれば結論がどう変わるかを示せること 
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(2) 説明可能性の具体例 

例えば、保釈許可判断で AI が「逃亡リスク高」と判定した場合、 

1. 使用した前科・住所・職業などのデータが開示され、 

2. 同条件で再計算可能であり、 

3. 「もし定職があれば結論は変わったか」を示せる必要があります。 

 

(3) 偏り（Bias）の問題：無意識の差別の増幅 

AI は過去のデータから学習しますが、そのデータ自体に差別や偏見が含まれています。 

• データ由来の偏り 

犯罪統計を学習した AI が、特定地域や属性を過剰に「要注意」と判定する。 

• 設計由来の偏り 

安全性を重視しすぎるあまり、プライバシーや少数派の権利を犠牲にする設計にな

る。 

 

(4) 日本の法制度との関係 

日本には包括的な差別禁止法が存在しないため、AI による差別的取扱いへの対応が困難で

す。障害者差別解消法のような個別法はありますが、AI 利用を前提とした規定はありませ

ん。この点で、日本は欧州や米国より制度的に脆弱といえます。 

 

(5) 国際的な取り組み事例 

中国 

司法分野では「智慧法院（スマート裁判所）」で AI による判決支援等

を実用化。警察分野では北京市や深圳市で街頭カメラと顔認証 AI を組

み合わせた監視システムを運用中。「社会信用システム」との連携も進

むが、過剰監視への国際的な批判も強い。 

EU 

2024 年に AI 規制法（AI Act）を制定。警察・司法分野での AI 利用を

「高リスク」に分類し、2026 年以降厳格な規制を適用予定。公共空間

でのリアルタイム顔認証は原則禁止（重大犯罪捜査等は例外）、予測的

警察活動には透明性確保と人権影響評価を義務付け。 

米国 
再犯リスク評価 AI「COMPAS」の人種バイアス問題を経て、州レベル

で AI 規制が進行中。連邦レベルでは包括的規制はまだない。 

日本 

AI 利用ガイドラインの策定段階。司法・警察分野の具体的規制は未整

備で、包括的な差別禁止法もないため、AI による差別的取扱いへの対

応が課題。 

 

(6) 憲法秩序との整合性：民主的統制の確保 

• 民主的正当性 
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警察は行政権の一部であり、市民の合意があれば導入可能です。 

司法は第 3 章にも記載したとおり、憲法上「裁判所と裁判官」に属するため、AI

判決がこの枠組みとどう整合するかが根本課題です。当事者が事前に同意して AI

判決を選択する仕組みであれば、一定の合憲性を確保できる余地もあります。 

• 制度設計の課題 

誰が AI の判断基準を決めるのか（技術者か、政治的プロセスか）、国会や議会によ

る監督制度、人間による最終審査制度、定期的な民主的見直しが必要です。 

 

(7) 本章のまとめ 

説明可能性 読める・再現できる・やり直せる仕組みが必須 

公平性 データや設計の偏りを監査・補正する制度が不可欠 

憲法との整合性 裁判を受ける権利を保障しつつ、警察・司法に応じた民主的統制を

設計することが不可欠 

→ 技術論だけでなく、制度論・憲法論をクリアにすることが AI 導入の前提となります。 

 

5. 段階的導入のシナリオ 

AI 警察・AI 裁判官の導入には多くの課題があります。しかし、技術の進歩と社会的ニーズ

を考えれば、完全に拒絶することは現実的ではありません。導入は段階的に進み、最終的

には一部で完全自動化も視野に入ります。本章では、リスクを抑えつつ導入を進める現実

的なシナリオを整理します。 

 

① 短期（3〜5 年）：補助ツールとしての活用 

警察分野 

• 映像解析による特定人物・車両検索、不審行動検出（最終判断は人間） 

• 交通違反の自動検知（証拠整理まで AI、処分判断は人間） 

• 犯罪データ分析による効率的なパトロール提案 

司法分野 

• 判例検索や争点整理の自動化（調査業務効率化） 

• 損害計算や定型契約書チェックの下書き作成 

• 調停における複数の和解案提示 

制度整備 

• AI システムの品質基準と認証制度 

• AI 支援の記録・監査体制 

• 人間による最終判断を担保 

 

② 中期（5〜10 年）：限定分野での半自動化 
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警察分野 

• 軽微な交通違反（駐車違反、軽度の速度違反）の自動処理（異議申立があれば

人間が再審査） 

• 運転免許更新や許認可更新など、要件が明確な行政手続の自動化 

司法分野 

• 少額紛争（例：100 万円以下）について、当事者合意があれば AI 判決（上訴権

は保障） 

• 養育費算定や財産分与など、基準が明確な家事調停 

• 「AI 調停」の導入 

 

制度整備 

• 半自動処理に関する特別法の制定 

• 刑事の半自動化処理に対する異議申立は 48 時間以内に人間が再審査上訴制度の

整備 

• AI の定期監査・補償制度の新設 

 

③ 長期（10〜30 年）：専門分野での部分的自動判決 

警察分野 

• 犯罪発生予測精度の高度化に基づく、警告や監視強化などの自動発動 

• 組織犯罪や資金フロー解析による高度な捜査支援 

司法分野 

• 知的財産訴訟や税務訴訟など、定式化可能な専門分野での自動判決 

• 刑事事件の量刑を AI が全国統一基準で提案し、裁判官が最終判断 

実現の前提条件 

• 憲法の解釈変更、または改正 

• AI の説明可能性の飛躍的向上 

• 社会全体の信頼醸成 

• サイバーセキュリティの飛躍的向上（AI システムへの攻撃・改ざん防止） 

• 国民のデジタルリテラシー向上（AI の限界を理解した利用） 

• 国際的な制度調和（条約や協定レベルでの調整、例えば AI 判決が海外で執行で

きるか等） 

 

(1) 共通して必要な制度設計 

• 独立監査機関の設置（アルゴリズムや学習データを定期的に検証） 

• 簡易で迅速な異議申立制度（人間が再審査） 

• アルゴリズム検証制度（差別的・不当な基準の有無をチェック） 
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• 技術や社会情勢に応じた定期的な制度見直し（目安：3 年ごと） 

• データガバナンス（透明性確保とプライバシー保護） 

• AI を監督できる法律家・裁判官・警察官の養成 

 

(2) 本章のまとめ 

短期 補助ツールとして支援機能を導入 

中期 限定分野で半自動化を進め、法制度を整備 

長期 専門分野で部分的自動判決を導入（憲法・社会合意が前提） 

→ どの段階でも「人間による最終審査」と「異議申立制度」の保障が不可欠です。これに

より、技術の恩恵を享受しつつ、人権と民主主義の価値を守ることができます。 

 

6. 結論 ― AI 時代の司法を考える 

ここまで 5 章にわたり、AI 警察・AI 裁判官の可能性と課題を検討してきました。技術の

発展により、かつて SF に描かれた未来は着実に現実へと近づいています。 

 

(1) AI 導入は不可避。しかし「公正・透明・説明可能性」が根幹 

司法・警察分野から AI を完全に排除することは現実的ではありません。人員不足、業務

効率化、判断の統一といった切実なニーズがある以上、AI 活用の流れは止められないでし

ょう。 

ただし、司法と警察は人々の生命・自由・財産を守る社会の根幹です。効率性のために正

義や公平を犠牲にすることは許されません。 

• 公正性の確保：特定の集団に不利益を与えないよう、継続的な監視と修正が必要 

• 透明性の保障：「AI がそう判断した」だけでは説明にならない。根拠を理解可能な

形で提示すべき 

• 説明可能性の実現：法的に意味のある理由を提示できない AI システムは司法・警

察分野で使用すべきでない 

 

(2) 現実的な導入の姿勢 

• まずは道具として：AI は高度な補助ツールから導入し、最終責任は常に人間が負

う 

• 段階的に拡大：限定分野で試行を重ね、問題点を検証しながら慎重に範囲を広げる 

• 制度的保障：異議申立制度、監査機関、責任体制を各段階で整備することが不可欠 

 

(3) 民主的統制と市民の選択 

AI による権力行使は民主主義の根幹に関わります。 

• 国民による選択 
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最終的に「AI 警察の方が信頼できる」「AI 裁判官の方が公平だ」と国民が判断す

れば、その選択は尊重されるべきです。ただし、十分な情報と議論を経た上での選

択であることが前提です。日本ではこの局面はまだ先でしょうが、海外が先行する

可能性もあります。 

• ディストピアか、公平社会か 

行き着く先が監視社会や予測逮捕の世界――ジョージ・オーウェルの小説

『1984』や映画『マイノリティ・リポート』に描かれたような社会――に進むの

か。 

それとも、AI が人間の偏見を補正し冤罪を減らし、紛争解決を迅速かつ公平にす

る社会に進むのか。未来の姿はいまだ定まっていません。後者を実現するには、制

度設計と運用の不断の努力が不可欠です。 

• 選択肢の保障 

AI による手続きが進んでも、人間による従来型の裁きを選べる権利は残されるべ

きです。 

• 継続的な見直し 

日本社会は新技術に慎重である一方、一度制度化されると修正が困難という特性が

あります。そのため初期段階での制度設計が特に重要です。また、制度は技術や社

会情勢に応じて定期的に修正できる民主的プロセスを備える必要があります。 

• 世代間ギャップの考慮 

デジタルネイティブ世代は AI 判決を受け入れやすく、高齢者は人間による判決を

望むかもしれません。世代や立場による受け止め方の違いにも配慮が求められま

す。 

 

7. 最後の問いかけ 

冒頭で「あなたの交通違反を検知するのが人間ではなく AI だったら？」と問いかけまし

た。最後に改めて問います。 

「あなたは AI に裁かれたいと思いますか？」 

公平で迅速なら構わないと考える人もいれば、やはり人間に裁かれたいと感じる人もいる

でしょう。現在は多くの人が後者だと思いますが、重要なのは、この選択を私たち自身が

持ち続けることです。気づかぬうちに選択肢がなくなっていた、という事態は避けなけれ

ばなりません。 

AI 技術は確実に社会を変えます。しかし、その方向を決めるのは技術者や企業ではなく、

私たち市民一人ひとりの判断です。司法と治安という社会の根幹に関わる分野だからこ

そ、慎重に、しかし前向きに、AI との向き合い方を考える必要があります。 
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